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6農 山村の経済循環構造

6.1は じ め に

国 際 化 時 代 の到 来 が語 られ る一 方 で 、「地 域 」か らの 視 座 がもつ 重 要 性 もまた 同 時 に再 認 識

され つ つ あ る。しか しな が ら 、そ の 「地 域 」概 念 の 内 実 は 論 者 に よ り様 々 で あ り、殊 に 、"

regionality"も"10cality"も 共 に 「地 域 性 」とす る訳 語 の 混 乱 が 、事 態 をより複 雑 なもの としてい る。

した が って 、ここで 問 題 とす る 「地 域 」を 定 義 す ることか ら、わ れ わ れ は まず 始 めな け れ ば な らな

い。

"
regionality"は 「既 成 の狭 い 自 治 体 の枠 をうち破 る広 域 行 政 体 の形 成 をめざす 運 動 」(1)であ

るイギ リスのregionalismを 連 想 させ るように、広 域 的 な概 念 であり、時 としてnationalityよ りも広

い地 理 的 範 囲 を指 して用 い られ る。それ に対 して、"locality"はlocal communityと いった 、「ある

程 度 の社 会 的 結 合 をもつ 社 会 生 活 の 一 定 の範 囲(空 間)」(2)を示 す 概 念 で あり、生 活 圏 の ような

狭 い 地 理 的 範 囲 を指 す 概 念 である。

これ ら様 々な 「地 域 」の うち 、わ れ われ が焦 点 を 当 てるの は 、農 山 村 の 卿"locality"で ある。それ に

は2つ の 理 由 がある。

第1の 理 由は、農 山村 の"local"な レベルでの地域 資源 管 理 が、深 刻 化 する環 境 問題 の有 効

な処 方 箋 の一 っとなると考 えるからである。資 源 経 済 学 のいう「コモンズの理 論 」(3)は資源 管理 の

規 範 を示 す という意 味 では成 果 を挙 げたが、過 疎 や農 地 の放 棄 が進 む 日本 の農 山村 の実 態 と

の間 には未 だ大 きな隔 たりがある。人 の暮 らす場 所 にこそ社 会 や 文 化 が生 まれ 、森 や 海 や農 地

も保 全 される。そのためには、人 々が"locality"に 生 きるための条 件 を見付 け出 さねばならない。

第2の 理 由は、市 町村 あるいはムラといった"local"な まとまりが、現 代 社 会 を構 成 する上 で、な

お一 定 の役 割 を果 たしていると考 えるからである。そして、"local"な 公 的組 織 や企 業 の活 動 が、

人 々が暮 らしていくための 「稼 ぎ」(4)の源 泉 になっており、そこに定 住 するための経 済 的 基礎 条件

を与 えていることは、紛 れもない事 実 である。ならば、そうした活 動 がどのように人 々の暮 らしに影

響 を及 ぼす かを知 ることは、「地 域 」の活性 化 を考 えるために重 要 である。

本 章 は 、"local"な レベ ル の 経 済 循 環 構 造 を表 章 す る枠 組 み を提 示 し、この 枠 組 み が 、以 上

の 問 い に答 えるた め に有 効 なフレー ムワー クであることを示 す ことを課 題 とす る。具 体 的 に は 、日

本 の 農 山 村 の 、せ い ぜ い 市 町 村 単 位 まで の 広 さの 「地 域 」に お ける経 済 循 環 構 造 を 、SAM

(social accounting matrices社 会 会 計 行 列)の 形 式 を用 い て記 述 す ることによって 、「地 域 」に



暮 らすための経 済 的 基 礎 条 件 を明 示化 できることを明 らかにする。

6.2農 山村 の経 済 循 環構 造

これ ま で 「地 域 」の 経 済 循 環 構 造 を 表 章 す る 際 に 、地 域 産 業 連 関 分 析(regional

input-output model)が 主 に用 いられ てきた(5)。この 手 法 は名 称 か らも明 らか な ように 、前 節 で述

べ た"regional"概 念 に よって組 み 立 て られ てい る。す な わ ち、域 内 で 多 岐 にわ たる産 業 を有 し、

そ れ らが 網 の 目 の ように絡 み 合 い な が ら、ある程 度 閉 じた 形 で まとまる構 造 を持 った 経 済 圏 を 、

地 域 産 業 連 関 分 析 は 想 定 して い るの で あ る。そ れ は 国 民 経 済 を 単 位 とす る産 業 連 関 表 を"

regional"な 単 位 に置 き換 え、部 門 の細 分 化 、組 み 替 えを行 ったもの で あり、それ を除 くと一 国 単

位 の産 業 連 関 表 と変 わるところはない 。

新 井 らのグループは 巨大 都 市 の経 済 構 造 を、東 京 都 の地 域 産 業 連 関 表 を作 成 することによ

って分 析 した(6)。それ は 「巨 大 都 市東 京 の構 造 的 特 質 のなかでもとくに注 目すべ き本 社 機 能 の

集 中 という経 済実 態 に焦 点 をしぼり」(7)、本 社 活 動 部 門 を明示 的 に分割 した表 であり、巨 大都 市

の経 済 構 造 を浮 き彫 りにすることに、かなり成 功 している。巨大 都 市 の経 済構 造 がある程 度 まと

まりを持 った経 済 圏 として、前 の要 件 を満 たしていることは、この研 究 が成 功 したことの重 要 な条

件 と言 える。

本 章 で対 象 とする農 山村 は 、都 市 の対 極 として語 られることが多 い。農 山村 に地 域 産 業 連 関

分 析 を適 用 することによって、都 市 と同様 に経 済 循 環構 造 を表 章することは可 能 だろうか。

地 域 産 業 連 関 表 を用 いて、市 町 村 経 済 単位 、特 に農 村 地 域 の産 業 連 関 表 の作 成 を試 みた

ものに尾 関 ・佐 々木(1992)、 吉 田(1993)が ある。前者 は長 野 県小 諸 市 という農 村 地 域 ではある

が比較 的大 きな市 を対 象 としてお り、後者 は静 岡県 松 崎 町 という「1次産 業 とその製 品 の需 要 先

である3次 産 業 がともに立 地 する地 域 」(8)を対象 としている。っまり両 者 とも、ある程 度 まとまりの

ある産 業 構 造 を持 っ経 済 圏 と、市 町 村 とが一 致す る地 域 を選 んだことになる。

しかし、日本 の多 くの農 山村 の町村 は、その 中で生 産 活 動 がある程 度 でもまとまっているもの

は稀 であるし、より小 さなムラにっ いては 尚更 である。このため、大 部 分 の農 山 村 の地 域 産 業 連

関表 は、地域 内の連 関は希 薄 で、域 外 との移 出入 ばかり大 きい、およそ産 業 「連 関」表 とは呼 べ

ないものとなってしまう。したがって、地域 産 業連 関 分 析 を用 いる方 法 は、農 山村 の経 済 循 環 構

造 を表 章するためにはあまり一 般 性 を持 ち得 ない。

このことは、農 山村 の経 済 循 環 構 造 の特 質 が、産 業 をべ 一スにした生 産 活 動 として記 述 でき



ないことを示 している。だからこそ、「産 業 」を中心 に据 えた表 によって、農 山村 の経 済 循 環 構 造

を表章 することが 出来 なかったわけである。

それでは、農 山村 の経 済 循 環構 造 の特 質 とは何 なのだろうか。ここでは、それが 「多就 業」、す

なわち所 得 機 会 の多 様 性 であると考 える。これ は、玉(1992)の 「農 家 は農 村 の生 活 単位 であっ

て、農 業 はその生 活 手 段 の一 つ に過 ぎない。というより、実 際 に農 業 だけで生 活 できるような規

模 を備 えた農 家 は限 られていて、大 半 の農 家 が兼 業や 副 業 に依 存 しっっ生 活 を維 持 」(9)してい

るという認 識 と共 通 している。

農 山村 の人 口の多 くは、小 規 模 農 家 、小 売 店 などの 自営業 者 で 占められる。たとえば農 家 の

場 合 、家 計 は 日曜 農 業 をしながらの恒 常 的 勤 務 や 農 閑 期 の土 木 作 業 といったもので支 えられ

てお り、その 「稼 ぎ」によってそこの土 地 に踏 みとどまることが出 来 ている。その意 味 で、「産 業 」と

しての農 業 を主 業 とする地 域 として農 山村 を捉 えるよりも、多 様 な就 業 形 態 による所 得 機 会 のも

とで、様 々な消 費活 動 を行 う「家 計 の暮 らし」に焦 点 を当てて、経 済 循 環 構 造 を捉 える視 点 がよ

り有 効 である。こうした構 造 を包 括 的 に捉 える統計 的な枠 組 みを必 要 としている(10)。

この点で非 常 に示 唆 に富 むのが半 田 ・野 田(1978)で ある。かれらは山村 経 済 の社 会 会 計 を

作 成 するに当たり、「山村 の主 要な経 済 主 体 は農 林 家 であり、農 家 世 帯 員 は 自営 の形 にしろ雇

われ 兼 業 の形 にしろ多 種 類 の産 業 に関 わっている」(11)という認 識 の下 、経 済 主 体 分 類 と産 業 分

類 との2重 の部 門設 定 によるIO表 の作成 を試 みている(12)。本 章 の関 心 もこの延 長 線 上 にあるも

のだが、近 年 の社 会 会 計 の発 展 を踏 まえ、より整 合 的 な体 系 の 中 にこの 問題 を再度 位 置 づけ

直 す。

次 節 か ら、農 山 村 の 経 済 循 環 構 造 を 表 章 す る の に 適 当 で あ る と考 え るSAM(Social

Accounting Matrices社 会 会 計 行 列)に っ い て述 べ 、その 有 効 性 にっ いて検 討 す る。

6.3SAM(社 会 会 計 行 列)(13)

1993年 に開 か れ た 第27回 国 連 統 計 委 員 会 で 、経 済 社 会 理 事 会 に対 してSNA(国 民 経 済 計

算 体 系)改 訂 案 を勧 告 す ることが決 定 され 、1968年 にっ い で再 度SNAは 改 訂 され ることとなった

(14)
。SAMは この 改 訂SNAの 特 徴 で ある「体 系 にもたらされ たフレクシビリティー 」(15)の1つ として 、

1章 を割 い て新 た に盛 り込 まれ たスキー ムで ある。しか しな がら、SAMの もの の歴 史 は 「SNAの 原

型 」(16)と言 わ れ るほ ど古 く、日本 で は あまり知 られ ていな い が 「世 界 的 に 見 て確 立 され た 研 究 分

野 である」(17)。



SAM研 究 の端緒 は、ノーベ ル賞 学者R.ス トーンの指 導 による1960年 代 のヶンブリッジ成 長

モデル であった。それ は 「国 民所 得 ・支 出勘 定と産 業 連 関表 とを綜 合 するマクロ経 済 データの枠

組 み」(18)として、主 にマクロ経 済 成 長 、産業 構 造 を分 析 する用 具 として開 発 され た。それが70年

代 に入 り、ILOの 世 界雇 用 計 画(WEP)に おいて、「貧 困 ・雇 用 ・所 得 ・分 配 のモデル分 析 のデー

タ枠 組 み」(19)として展 開 され、雇 用 機 会 や所 得 分 配 について適 切 な指 針 を与 える「発 展 途 上 国

のためのデータ枠 組 み 」(20)として、その視 点を確 立す る(21)。

その後80年 代 になると、SAMは 「行 列乗 数 モデル(固 定 価 格 モデル)か らCGE-計 算 可 能-

一般 均衡 モデル(可 変 価 格 モデル)へ 」(22)と方 法 的側 面 で大 きな進 展 を見せ る
。これ は「SAMを

経 済 の詳 細 な描 写 を与 えるためのデ ータフレームワー クとして利 用 するだけでなく、経 済 理 論 を

提 示 するフォーマットとして提 示 することを意 図 」(23)したもので 、「政 策 変 更 などに対 するシミュレ

ーションを＜一般 均衡 論 的 に ＞可 変 価 格 仮 定 のもとで」(24)実行 できる(25)
。また80年 代 のもう1

っの変 化 としては、途 上 国だけでなく、オランダ、アメリカなどの先 進 国でもSAMが 作 成 されるよう

になってきたことが挙 げられる。

以上SAMの 発展 の経 過 を簡 単 に辿 ってきた。次 に例 を用 いてSAMの 特徴 につ いて簡 単 に説

明 しよう。表6-1は 改 訂SNA(暫 定版)(26)で例示 されたSAMの 模 式 である。また、この表 は行 列

乗 数 モデル であることは、前 の説 明 からも明 らかだろう。

光藤(1993)に よるとSAMは 単 に数 値 を行 列 状 に並 べたものではなく、規 則 に基 づいて配置 さ

れる。その規則 は以 下の3点 にまとめられる。(1)表側 と表頭 の分 類 は全 く同 一 であること。したが

って行 数 と列 数 が等 しいこと。(2)同 一 番 号 の行 と列 の数 値 の合 計 が等 しいこと。(3)通 常 、行 は

源 泉 、負 債 、負 債 変 動 の内容 を表 し、列 は使 途 、資産 、資 産 変 動 の内容 を表 すこと(27)。例 えば、

表 の3a行 は雇 用 者 である居 住 者 男 性 の所得 の源 泉 を表 しており、3a列 はその所 得 の第1次

分 配 先を表 す。また、行 と列 の合 計 はどちらも645と 等 しくなっているわけである。

表 の1aか ら2cの 行 列 は通 常 の産 業 連 関表 である。それ に「所 得 生 成 ・生 産 」行 列や 「所 得 の

第1次 分 配 ・所 得 生 成 」行 列 などを付 加 することで、雇 用 や分 配 を表 章 するSAMを 構 成 してい

ることが見 て取 れる。

6.4SAMを 用 いた農 山村 の経 済 循 環構 造 の表 章

ここまでの記 述 で、農 山村 の経 済 循 環 構 造 に着 目する理 由、SAMの 発 展 過 程 とその内容 が

明 らかになった。それでは、SAMを 用 いて農 山村 の経 済 循 環 構 造 を、どのように表 章 することが



可 能 だ ろうか 。

前 節 で 「発 展 途 上 国 の デ ー タ枠 組 み 」としてのSAMに つ い て述 べ た。この 開 発SAMと でも呼

ぶ べ きもの は 「途 上 国 の 国 民 勘 定 デ ー タの 一 っ の 主 要 な 用 途 がSAMを 通 じたそれ になりつ つ あ

る」(28)とい う作 間 の 指 摘 か らもうか が えるように 、国 民 経 済 ベ ー スの枠 組 み として開 発 され てきた。

前 に触 れ たPyattら の 一 連 の研 究(29)は 、そ の 代 表 的 なもの である。

しかし、開 発SAMに 関 す る研 究 は 国 民 経 済 ベ ースに とどまるもの で はな い。最 近 になって、途

上 国 の村 落 に関 してSAMの 枠 組 み を用 いて 分 析 を行 う、"village SAM"と い う分 野 の 試 み が 見

られ るようにな った。

いくっかの例 を挙 げると、合 州 国 へ の出稼 ぎ移 民 がメキシコの村 落 経 済 に与 える影 響 に焦 点

を当てたもの(30)、インドの村 落 における農 業 生 産 量 の変 動 と技術 変 化 の伝 播 を扱 ったもの(31)、

フィリピンの米 作 村 落 での農 村 開発 政 策 の波 及 効 果 を計測 したもの(32)、が挙 げられ る。経 済構

造 そのものの記 述 にウェイトを置 いたものか ら、乗 数 効 果 を中 心 に取 り上 げたものまで、その関 心

は微 妙 に異 なっているが、いずれも途 上 国間 題 の重 要 分 野の1つ である農 村 開発 問題 を課 題 と

していることに変 わりはない。また、3本 の論 文 とも行 列 乗 数 モデルであることも同じである。しかし、

途 上 国村 落 部 の様 々なデータを得 ることは困難 を伴 うらしく、具 体 的 数 値 を入 れてSAMを 明示

的 に作 成 しているのはメキシコの事 例 を扱 ったAdelman,Taylor and Vogel(1988)だ けであり、あ

との2つ の研 究 ではSAMは 全 体 の枠 組 み を提 供 するにとどまっている。

表6-2はAdelmanら の表 を訳 出 したものである。出稼 ぎ移 民 によって国 内外 から村 落 にもたら

された計205万 ペ ソの所 得 が、土 地 無 し農 民 、小 土地 所 有 者 、大 土 地所 有 者 の家 計 に75万 ペ

ソ、58万 ペソ、72万 ペ ソと分 配 されることや 、土地 無 し農 民 家 計 の所 得123万 ペソのうち、6割

以 上 が 出稼 ぎ移 民 によってもたらされる様 子 を、この表 から読 み とることができる。

さて以 上 見 てきたように 、"village SAM"は もっぱ ら途 上 国 の 開 発 政 策 の 文 脈 で 用 い られ て き

た。だ が 、"village SAM"に はもっと広 い活 用 の 方 途 がある。特 にこの 枠 組 み は 、先 進 国 にお ける

農 山 村 の 経 済 循 環 構 造 を表 章 す るの に 、非 常 に適 している。

言本 の農 山村 に話 を絞 ろう。言本 の農 山村 の経 済 循 環 構 造 の特 徴 であると2節 で述 べた 「多

就 業 」を表 章す るのに、このフォーマットは最 適 である。表6-3の 概 念 図 を用 いて、その理 由を説

明 する。

表6-3は 日本 の農 山村SAMを 説 明するために、制度 部 門を詳 細 に分 割 して示 したものであ

る。

まず域 内産 業 活 動 を示 すAだ が、この部 分 は前 にも述 べたとおり、域 内 に産 業 間 の連 関があ



まりないため空 欄 がほとんどである。それ とは逆 に、域 内 産 業 活 動 の域 外 との結 びつきを表 わす

Gの 箇 所 は、一般 的 には非 常 に密 になっている。

次 にB、Cは 恒 常 と不 定期 の雇 用 労 働 者 の所 得 の源 泉 が、域 内 、域 外 のいずれ によるかを表

現 している。この表 では記 述 を簡 潔 にす るために明示 化 していないが、域 内産 業 活 動 、域 外 とも

に、土 木 作 業 、下 請 け、大 企 業 工場 など、より詳 細 な項 目分 けを行 うことによって、域 内 の経 済

を支 える所 得 の源 泉 を知 ることができる。

D、E、Fは 農 家 、自営 業 、勤 労家 計 の各 々の家 計 の中 で、恒 常 、不 定 期 の雇 用 労働 による

所 得 がどのくらい 占められ ているかを示 す数 字 である。この数 字 によって、農 山村 に居 住 す る

人 々の 「稼 ぎ」が、どういった労働 に依 存 しているかが分 かる。

以 上 の説 明 は、域 内 の所 得 と労働 や 経 済 活 動 の 関係 という、この枠 組 み のもっとも基 本 的な

部 分 についてのものである。われわれが農 山村SAMと 呼 ぶもの全 てにおいて、この基 本 部 分 は

共 通 するものの、焦 点 の絞 り方 によって、農 山村SAMに はその他 にも様 々な展 開 が考 えられる。

まず、農 協などの 団体 組 織 や 地 方 政府 ・中央政 府 が、域 内 に与 える影 響 を計 測 す るといった、

地 方 財 政 、地 域 政 策 にお ける関 心 からの利 用 があるだろう。例 えば、農 業 補 助 金 や公 共 事 業

費などが域 内 経 済 に与 える様 々な効 果 を乗 数 分 析 により算 出す る方 法 が考 えられ る。また、表

の付 加 価 値 部 門 にお ける「労働 」を年 齢 階 層別 に分 割 したり、また制度 部 門の 「農 家 」を専 業 農

家 と兼 業農 家 に分 割 するなどの記 述 を行 うことにより、農 家 を支 える稼 得 分 担 にっいての詳 細 な

分析 が可 能 になる。こうした分析 には、イエの問題 をはじめとした農 山村 の社 会 構 造 に関する議

論 を行 う際 に、経 済 的 側 面 か らの数 量 情 報 を提 供 す るという役 割 も期 待 できる。社 会 や 経 済 の

構 造 をどこまで数 量 的 に記 述 できるかという点 で、これ は非 常 に興 味 深 いテーマである。

これらは今 後 の課題 である。ともあれ、農 山村SAMを 用 いることによって、6-2節 で提 示 した農

山村 循 環 構 造 を基 礎 として、様 々な角 度 から日本 の農 山村 を記 述 する可 能 性 が 開かれたわけ

である。

6.5環 境 セ クター ヘ の 拡 張

近 年 、様 々な形 で環境 問題 が顕 在 化 している。気 候 変 動 といった地 球 環 境 問 題 が国 際 政 治

化 す る一 方 で、国 内 の過 疎 や 一 次 産 業 の衰 退 に起 因 する農 林 地 の放 棄 、粗 放 化 のような、農

山村 のlocalな レベル での地 域 資源 管理 に処 方 箋 の求 められるべき問題も重 要性 を増 してきて

いる。農 山村SAMの 環 境 セクターヘの拡 張 が対 象 とす るのは、専 らこの後者 、すなわち農 山村



のlocalな レベル にお ける環 境 問題 に、農 山村SAMが どの程度 まで有 効性 を持 ち得 るかという

点 にっいてである。

ここで農 山村SAMの 環境 セクターへの拡 張を、大 きく2っ の側 面 からとらえる。一 っ は農 山村

世 帯の永 続 の視 点 、もう一 つは土 地 資 源 計 画 の視 点 からである。

一 っ 目の側 面 は
、過 疎 問題 に 関係 している。人 の暮 らす場 所 にこそ文化 が生 まれ 、森 や農

地 も保 全 される。人 の暮 らしが途 絶 えれ ば、そこに「原 生 」の 自然 が生 まれるかもしれない。しかし、

そうした原 生 自然 を意 味 する環境 と農 山村SAMは 直 接 に関 係 しない。われわれが本論 で対 象

とするのは、あくまでも人 と共 にある自然 環 境 である。この視 点 から、地 域 資 源 を適 切 に管 理 して

いくためには、人 々がそこに暮 らし続 けるための条件 を見 っ けださねばならない。

この第 一 の論 点 は、勘 定 の環境 セクターへの適 用 という言 葉 から通 常連 想 する、環 境 ・経 済

統 合 勘 定(SEEA)や 環 境 資 源 勘 定 といったものとは異なる。それ は貨 幣 勘 定 の枠 内 での議 論

である。

先 にも述 べた通 り、農 山村 世 帯 の多 くは、必 ずしも農 林 業 に限 らない様 々な「稼 ぎ」によってそ

この土 地 に踏 みとどまることが 出来 ている。そして、そうした人 々によって広 範 囲 の農 林 地 の荒 廃

が防 がれている、といっても過 言 ではない。

農 山村SAMで は、「産 業 」に代 えて「家 計 の暮 らし」に焦 点 を当てる。すなわち、多 様 な就 業

形 態 による所 得 機 会 に直 面 する家 計 を、農 山村 の経 済 循 環 構 造 の中 心 に据 えるわけである。

そうす ることで、これ まで地 域 産 業 連 関表 などでは捉 えきれなかった、農 山村 世 帯 の永 続 してい

くための条件 を明らかにすることが可 能 となる。地 域 資源 管 理 を担 うべき人 々の経 済 的 な定 住 条

件 の解 明 、これが農 山村SAMの 環 境 セクターへ の拡 張 可 能 性 の一 つ である。

次 にもう一 つ の側 面 に話 を移 そう。それは、農 村 計 画 や森 林 計 画 といった土 地 政 策 に関わる

ものである。

日本 のような私 的 土 地 所 有 の発 達 した国 では、だれ がその土 地 を所 有 しているかということが、

計 画 政 策 の上 で重 要 な意 味 を持 っ。また、その土 地 に対 して、だれ がどういった資金 を投 入 し、

どういった利 用 を行 っているかということは、直 接 に地 域 資 源 管 理 を意 味す る。これら土 地 計 画

に関わる問 題 は、その他 の農 山村 経 済 セクター と密 接 に結 び っいてお り、それ らを総 合 的 にとら

える枠 組 みを必 要 とする。

この 第2の 論 点 につ い ては 、環 境 ・経 済 統 合 勘 定(SEEA)の 枠 組 み(33)を農 山 村SAMに つ い

て展 開 した有 吉 に よる表6-4が 、ひ とまず 、議 論 の 手 掛 か りを与 える。表6-4の 中 で 、そ れ は非

金 融 資 産 ストックの項 目 で表 章 され る。この ストック勘 定 はそ の他 の 部 分 と異 な り、物 的 ター ムで



表 される。例 示 した表 の 中では、非 金 融 資 産 は農 地 、森 林 、建物 ・その他 の3つ 項 目から構 成 さ

れる。

この3っ の項 目はより詳 細 な記 述 が可 能 である。農 地ならば、作物 別 面 積 といった産 業 統 計

のみではなく、耕 作 放 棄 地 と耕 作 地 、あるいは土 壌 劣 化 の程 度 による区分 なども考 えられる。ま

た森 林 を例 にとってみても、スギ、ヒノキ、広 葉 樹 などの樹 種 別 の面積 や蓄 積 、あるいは伐 採 可

能 林 分 であるかといった経 済 性 による区分 、また水 源涵 養 保 安林 であるか どうかという制 度 的な

区分 など、目的 に応 じて記 述 す ることが出来 る。もっとも、以 上 のような記 述 を行 うためには、それ

を可 能 とする十 分 なモニタリングが必 要 だが、現在 の 日本 ではこのような環 境 情 報 の整 備 は必ず

しも十 分 とは云 えない。

勘 定 は次 のように読 むことが出来 る。まず 、非 金 融 資産 の行 は、期 首 の非 金 融 資 産 が期 間 中

に法 人 や 森 林 組 合 、役 場 などの制 度 部 門 から純 資 本 形 成 を受 け、期 末 の非 金 融 資 産 を形 成

す るまでの状 態 を表 章 する。一 方 、非 金融 資産 の列 は、どの産 業 によってどのような種 類 の資 本

形 成 が行 われ たのかを明示 することによって、期 首 から期 末 へ の非 金 融 資 産 の変 化 を表 わす。

もちろん 、この勘 定 に示 され ている純 資 本 形 成 、総 資 本 形 成 および 固 定 資本 減 耗 などのフロー

項 目は、貨 幣 タームで表 章 される。

さて、それ では非 金 融 資 産ストック勘 定 を表 章 するのに、なぜ 貨 幣 勘 定でなく物 的勘 定 を用 い

るのだろうか。現在 、環 境 資源 ストックの貨 幣 評 価 を行 うの に、CVMを はじめとするいくつかの手

法 が利 用 され ることが多 い。しか しながら、これ らの評 価 手 法 は基 本 的 に市場 の無 いところに仮

想 的な市 場 を想 定す ることで、貨 幣 評 価 の解 を得 ている。したがって、必 ず しも安 定 したものとは

言 い難 く、勘 定 の構 造 とは馴染 みにくいものと考 えられるからである。

しか しながら、非 金 融 資 産 勘 定を物 的 勘 定 にしたところで、依 然 として問 題 は残 る。それ は、

物 的 勘 定 である非金 融 資 産 勘 定 と、貨 幣 勘 定 であるコア勘 定 の接 合 が未 だ 明確 になっていな

い点 である。この点 に関 しては、土 地 勘 定 の適 用 が考 えられる。

土 地 勘 定 は、土 地 資 源 ストックと経 済 勘 定 の連 携 を 目指 す勘 定 である。その体 系 としては、4

章 で述 べたような、社 会 経 済 活 動 と土地 利 用 変 化 、土 地 被 覆 変 化 の関係 を勘 定 体 系 で記 述 し

た土 地被 覆 ・土地 利 用 勘 定や 、地 籍 を統 計 単位 としてミクロデータベースが考 えられる。だが、こ

の土 地勘 定 にしても、前 に述 べた現在 の 日本 における環境 データの貧 困 に突 き当たる。結 局 、

この第2の 側 面 にっいて、農 山村SAMの 環 境セクターへの拡 張 を行 うためには、まず環 境 モニ

タリングを行 うための制 度 の確 立が必 要 条件 であるといえよう。

以 上 、農 山 村SAMの 環 境 セクター へ の 拡 張 につ い て 、2つ の側 面 か ら述 べ てきた。第2の 論



点 で述 べたように非 金 融 資 産 ストック勘 定 を物 的 勘 定 とした場 合 、非金 融 資 産 勘 定 はコア勘 定

である貨 幣勘 定 のサプリメント勘 定 であると考 えられる。したがって、農 山村SAMの コアが貨 幣勘

定 であることを考 えるとき、第1の 論 点 がより本 質 的であるだろう。農 山村 にお ける暮 らしと、地 域

の環境 問題 が密 接 な繋 がりを持 っていることを前 提 とした場 合 にはじめて、農 山村SAMの 環 境

セクターへ の拡 張 を論 じることができる。

6.6今 後 の展 望

本 章 では、日本 の農 山村 の経 済循 環 構 造 を表 章 するのに、SAMの 枠 組 み が適 していることを

述 べてきた。SAMを 用 いた記 述 により、暮 らしの場 としての農 山村 の経 済循 環 の特 徴 を見 出すこ

とができる。

最 後 に、農 山村SAMの 今 後 の展 開 に関 して、3っ の視 点 を提 示 する。

第1に 、日本 の農 山村 について、SAMを 完 全 に作成 できるほどのデ ータが存在 しないのでは

ないか、というものである。このような疑 問 に対 して、次 のような回答 が考 えられる。それは、SAMを

デ ータを入 れる複 雑 に組 み合 わされた整 理 戸 棚 だと考 える、というものである。日本 の農 山村 の

経 済 循 環 構 造 を俯瞰 するにあたり、どういった統 計 をいま必 要 としており、不 足 している情 報 は

何 なのか。そのため には何 が揃 えばよいのかを、SAMは 整 合 的 にわれわれ に示 してくれる。この

「整 合 性 」という概 念 は、勘 定 という思 想 が持 っ最 大 の武 器 と云えよう。

第2に 、農 山村 の経 済のなかで重 要 な役 割 を担 う農 協 や町 役 場 の役 割 をどのように記 述 する

のかという問題 である。日本 の多 くの農 山村 で、農 協 は町 経 済 の中で大 きな役 割 を果 たしており、

流 通 ・販 売 ・金 融 ・共 済 など複 数 の役 割 を担 っている。こうした複 数 の役 割 を抱 える農 協 の活 動

をマトリックスの 中でどのように記 述 し、また特 徴 を読 み取 っていくかという方 法 を確 立 することは

大 きな課 題 である。また、町役 場 の活 動 が農 山村 地 域 の経 済 に対 してどのような効果 を与 えて

いるのか、ということを読 み取 ることも重 要 である。

第3に 、環 境 セクターへ拡 張 する際 に、農 山村 世 帯の永 続 の視 点 と土 地 資源 計 画 の視 点 の

2つ の論 点 を提 出 した。前者 にっいては、農 山村 世 帯 の社 会経 済 的行 動 の分 析 といった、農 村

社 会 学 や 家 族 社 会 学 、農 業経 済 学 などのこれまでの蓄積 を活 かすと共 に、新 たな実 態調 査 を

行 う中から深 化 していく必 要 がある。また後 者 にっいては、環境 資源 ストックをどのようにして農 山

村 の経 済 勘 定 と連 結 す るかが最 大 のポイントだが 、これ は環 境 資 源 勘 定研 究 の一 層 の進 展 を

待 つべきだろう。



産 業 連 関分 析 も整 合 性 を持 った一 つの体 系 である。しかし、現 在 の 日本 の農 山村 の実 態 は、

これまで述 べてきたようにその体 系 を大 きくはみ出 している。農 山村SAMを 用 いたより包 括 的 な

枠 組 みの 中で、農 山村 の経 済 循 環構 造 の研 究 を今 後行 っていく必 要 がある。
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7非 市場的価値把握 への接近

7.1は じめ に

レクリエーションや ボランティアなど、現 代 の森 林 セクター において重 要性 を増 してきているが、

市 場 システムだけでは十 分 に捉 えきれない事 象 は数 多 い。最 近 、CVMな ど環 境 経 済 学 分 野 で

多 く用 いられる環 境 評 価 手 法 を用 いて、こうした非 市場 的 価 値 を把 握 しようという試 み が隆 盛 を

極 めているが、必 ず しも成 功 しているとは言 い難 い。本 章 では、いわゆる環境 評価 手 法 の内在 す

る問 題 点 を、CVMに ついて取 り上 げ、その限 界 を論 じる。そして、別 な道 程 で非 市 場 的 価 値 へ

接 近 するための一 つの手 がかりとして、Fisherお よびJusterに よってそれぞれ提 起 された 「富」概

念 と、「富 」概 念 に基 づく勘 定 体 系 の検 討 を中心 に、非 市場 的価 値 を把 握 するための新 たな可

能性 にっ いて考 察す る。

7.2環 境 評 価 手 法 の評価

費 用便 益 分 析 は環 境 問題 の高 まりに伴 い 、環 境 評 価 手 法 としても広 く用 い られるようになり、

それ に合 わせ て各 種 の改変 が行 われている(1)。また、森林 分 野 でも数 多 くの研 究 が見 られる。

しか し、仮 想 的 市 場 を前 提 とする、環 境 財 としての森 林 などに対 する費用 便 益 分 析 の有 効 性

の問題 点 は 、熊 崎(2)が20年 も前 の著 書 で明瞭 に指 摘 した段 階から、根 本 的 には改 善 されてい

ないのではないだろうか。その理 由 は、このことが単 になかなか解 決 の難 しい問題 だからではない。

それ は、「森 林 の公 益 的諸 機 能 や 環 境 効 果 の便 益 を一 元 的 な貨 幣 価 値 に通 約 す るのは、かな

りむずか しい」(3)ばかりか、整 合 性 の面 から見 て明 らか に問題 がある。なぜならば、この手 法 は 、

経 済 と環 境 という、それ ぞれ 異なるシステムを、片 方 のシステムの価 値 をもって通 約 してしまお うと

いう企 てだからである。

経 済 システムは、貨 幣を媒 介 とした整 合 的 なシステムである。債 券 等 も含 めて、実 際 に市 場 を

通 して流 通 している貨 幣 を対 象 とす る限 り、つ じつまは合 っている。けれども、一度 、環 境 価 値 の

ような非 市 場 的 価 値 をそこに計 上 すると、途 端 にシステム全 体 の整 合 性 は損 なわれ ることにな

る。

確 か に、アメリカ合 州 国 で「環 境 損 害 の貨 幣 的 評価 が法 手続 執 行 の意 思 決 定 過 程 に制 度 と

して組 み 込 まれた」(4)場合 のように、制 度 的裏 付 けが得 られた場 合 は、それ によって貨 幣 の流 れ



を記 述 することが可能 になるが、そうした場 合 を除 けば 、や みくもに非 市 場 的 価 値 を経 済 システ

ムの中 に持 ち込 むべ きではない。この点 を、近 年 の 日本 にお ける仮 想 評 価 法(CVM)の 牽 引 役

である栗 山の論 考(5)を題 材 に、もう少 し踏 み込 んで考えてみよう。

近 年 、日本 において環 境 評 価 手 法 への仮 想 評 価 法(CVM)の 導 入 が積 極 的 に行 われ ている。

たとえば、環 境 経 済 ・政 策 学 会 では「環 境 評価 と環 境 資源 勘 定」というセッションが1995年 の学

会創 設 以来 毎 回もたれているが、その 中でCVMに 関 する発 表 は1っ の柱 である。また、CVMに

関連 す るいくつかの和 書 も刊 行 され ている(6)。

環 境 の貨 幣 による評 価 手 法 は費 用 便 益 分 析 の応 用 だが、その便 益 の測 定 法 には、顕 示 選

好 法 と表 明 選好 法 との大 きく分 けて2つ の手 法 がある。前 者 は直 接 には市場 で取 り引きされない

便 益 を、市 場 データを用 いて間接 的 に計測 しようというもので、トラベル コスト法 やヘ ドニック法 な

どがある。後 者 は同様 に直 接 市 場 で取 り引きされない便 益 を、アンケートなどを用 いて仮 想 的 な

市 場 を設 定することで実 験 的 に測 定 しようとするもので、CVMや コンジョイント分 析 などが含 まれ

る°

顕 示選 好 法 は、まがりなりにも実 際 の市 場 で観 察 されたデ ータを用 いるため、恣 意 性 が小 さい

という利 点 のある一方 、間 接 的 な市 場 に反 映 された環 境 便 益 しかすくい上 げることが出来 ない欠

点 がある。それに対 して表 明 選好 法 は、市 場 デ ータに制 約 されないため、あらゆる便 益 の測 定 に

利 用 可 能 である。ただ 、ここで測 定 される便 益 は 、あくまでも仮 想 市 場 にお けるものである。この

点 が表 明 選 好 法 の利 点 でもあり欠 点でもあるわけだが、そのため如 何 に恣 意 性 を払 拭 し、また

バイアスの少 ない計 測 を行 うかが、CVM研 究 の中心 的な課 題 となる。

栗 山はその課題 を、「生 態 系 の価 値 を貨 幣 単 位 で評 価 することで、生態 系 の開発 と保 全 のあ

り方 についての客観 的 かっ 中立 的 なデ ータを提 供 し、生 態 系 をめぐる開発 と保 護 の対 立を解 決

する方 策 を示 す こと」(7)とする。これは 、「これまで、生 態 系保 護 の主 張 は、理 念 的 または情 緒 的

なものが大 半であり、生 態 系 の持 っている価 値 を定 量 的 に評 価 して客 観 的 に議 論 す ることは、

国 内 では全 く行 われ ていなかった。だが、現 実社 会 が市 場 経 済 のメヵニズムで動 いている以 上 、

生 態 系 の重 要 性 を訴 えるだけでは、現 実 の環 境 問 題 の解 決 とはなら」(8)ず、その代 替 案 を示 す

ことが急 務 との考 えからである。そして、生 態 系の価 値 は非 利 用 価 値 に属 し顕 示 選 好 法 による

計測 は不 可能 であるため、CVMを 代 表 とする表 明選 好 法 によるアプローチが選 ばれる。ここで非

利 用価 値 とは利 用 価 値 と対 をなす概 念 で、原 生 自然 がただ存 在 することに価 値 を見いだす とい

ったように、直 接 にも間接 にも明確 な利 用 形 態 を持 たない にも関 わらず、存 在 する価 値 を指 す。

この概 念 は環 境 経 済 学 の分 野 でしばしば用 いられ、生 態 系 の価 値 とはそもそも何 かということも



含 めて非 常 に論 争 的 な内容 を含 む が、ここではこれ以 上 立 ち入 らない。

本 書 は、CVMに よる環 境 価 値 の計 測 は難 しいのではないかという、前 の疑 問 にも言 及 してい

る。この点 について、CVM研 究 のこれまでの成 果 を踏 まえれ ば応 え得るとし、CVMに 関 する研 究

史 にっいて、3点 から整 理 する。

第1点 目は、前 にも述 べたCVMの 信 頼 性 、すなわちバイアスの問題 である。この点 にっいては、

質 問票 や情 報 収 集 方 法 の改 良 が漸 次 的 に進 められ、よりバイアスの少 ないCVM実 施 方 法 が模

索 されている。第2点 目は、支 払 意 志 額(WTP)と 受 入 補 償 額(WTA)に 関す る理 論研 究 と実

証 研 究 との結 果 に、しばしば不 整 合 が見 られ る点 である。この理 由については様 々な仮 説 が立

てられているが、未 だ決 め手 を欠 いた状 態 である。そして第3点 目はスコープ無 反応 性 の問題 で

ある。スコープ無 反 応 性 とは、評 価 対 象 の財 の数 量や 質 が大 きく変 化 したにも関 わらず 、評 価 額

が統 計 的 に有 意 なほど変 化 しない状 態 を指 す。たとえば財 の数 量 変 化 の例 として、保 全 しようと

す る原 生 自然 地 域 の面 積 が変化 しても、そのための支 払 意 志 額 に有 意 な差 が見 られ ないという

ようなケースがこれ に当たる。

このスコープ無 反応 性 の論 拠 としてCVM批 判 者 が挙 げるのが、温 情 効 果 の概 念 を援 用 した

倫 理 的満 足 仮 説 である。これはCVMの 支 払 い意 志 額 は環 境 資源 の価 値 を表すものではなく、

公 共 のためにお金 を支 払 う満 足 感 に過 ぎないという主 張 である。これ に対 して、CVM推 進 派 はス

コープ無 反 応 性 の原 因 を、質 問設 計 やその後 の統 計 処 理 の不 適 切 さに求 める。これらが正 しく

行 われれ ば、理 論 と整 合 的 な価 値 の計測 を行 えるだろうというわけである。

上 記 の論 争 点 の整 理 と実 証 研 究 によって 栗 山が得 た結論 は、次 の3点 に集 約 される。第1

に、現 段 階 の生 態 系 価 値 評 価 の問 題 点 はサーベイデザインの不 備 よりも、生 態 系 の価 値 観 が

社 会 的 に広 く認 知 されていない点 に起 因すること。第2に 、スコープテストによっても倫 理 的 満 足

の影 響 は否 定 できず、生態 系価 値 評 価 の際 には考 慮 が必 要 なこと。第3に 、以 上2つ の問題 点

はいず れも生 態 系価 値 の社 会 的認 知 度 合 い に依 存 してお り、社 会 的 価 値 観 が形 成 され ればあ

る程度 乗 り越 えられる。そのために環 境 問題 への市 民 参加 の局 面 で、CVMを 積 極 的 に活 用 し

っ っ価 値観 の形 成 を図っていくことが肝 要 であること。

この結 論 のユニークな点 は、生 態 系価 値 評価 のためには、何 よりもまず価 値 の出 来るだ け正確

な社 会 的認 知 が重 要 とする点である。しかし社 会 的 認 知 が浸透 し、制 度 的 にCVMが 組 み込 ま

れ たとして、その先 には 自己 により有 利 であろうとす る主 体 の、戦 略 的バイアスの罠 が控 えている。

社 会 に認 知 されるとはそういうことであろう。その際 にそこで計 られ る生 態 系 価 値 とは一 体 何 を体

現 したものなのか。



岡 がミシャンを論 じた著 作(9)の中で 口を極 めて云 うように、費 用 便 益 分析 は厚 生経 済 学 を基 礎

に据 えてお りその理 論 に忠 実 であらね ばならない。仮 想 的WTPと はそもそも何 か。この点 に関 す

る明 確 な答 えをCVM研 究 はまだ獲 得 していない。

では、整 合 性 を保 ちながら、経 済 と環 境 、あるいは、経 済 と社 会 といった異 なるシステムを包 括

的 に取 り扱 うには 、どういった方 法 が最 も有 効 だ ろうか。第1に 、それ ぞれ のシステムごとに、

disaggregateさ れた詳 細 なデー タを、システムの整 合性 が保 たれるような形 式 で表 現すること。第

2に 、システム間 の連 絡 には、そのシステム同士 の関係 性 が表 現 可 能な形 式 を用意 す ること。こ

の2点 が重 要 であろう。

第1の 点 は、われわれが森 林 資源 勘 定 、あるいは農 山村SAMな どの研 究 の過 程 で、繰 り返

し主 張 してきたことである。また、第2の 点も、第1の 点 と深 く関 わる問題 だが、具 体 的 には、環 境

と経 済 の関係 を扱 う際 の費 用 有 効度 分析(10)などの方 法 を指 す。

しかしながら、レクリエー ションやボランティアなど、現代 の森 林 セクター において重 要 性 を増 し

てきていながら、市 場 システムだ けでは十 分 に捉 えきれ ない事 象 について、以 上 の2つ の視 点 は、

十 分 な回 答 を与 えない。この点 に関して、次節 でFisherお よびJusterの 「富 」概 念 、それ に基 づ

く勘 定体 系 の検討 を通 して考 察する。

7.3「 富 」概 念 による勘 定 体 系

NNWや グリーンGNPに 代 表 されるような、プロー勘 定の修 正 によってwelfareの 度 合 いを計測

しようという試 みがこれまで度 々行 われてきた。す なわち、外 部 経 済 的な要 因 、環 境 に限って言 え

ば、環 境 の破 壊 や汚 染 、あるいは、環 境 のもたらす便 益 にっいて、帰 属価 値 の計算 を通 して、フ

ロー勘 定 に包摂 していこうという試 み である。

これ に対 して 、意 味 の あるwelfareの 概 念 の 研 究 に は 、拡 大 され たストック概 念 としての 「富

wealth」 の 把 握 こそ が 重 要 であるとす る、もう一 つ の 潮 流 が ある。本 節 で は、この 「富 」の概 念 につ

い て述 べ るとともに 、森 林 利 用 の 包 括 的 な把 握 に 、「富 」の概 念 が どの 程 度 有 効 で あるかを探 る

ことを 目 的 とす る。

(1)1.Fisherの 「富 」概 念(11)

経 済 学 は 通 常 、所 得 を 「生 産 活 動 になん らか の 形 で参 加 した生 産 要 素 に対 して 支 払 わ れ る

貨 幣 的 お よび 実 物 的 報 酬 」(12)と定 義 す る。貨 幣 を媒 介 にす ることも、実 物 を直 接 や りとりす ること



もあるが、それはいずれも実 際 に行 われた取 引 の結果 が実 現 したものとして考 えるわけである。国

民経 済計 算 にお ける帰属 家賃 のように、実 際 には家 賃 の受 払 いを伴 わない持 ち家 にっいて、通

常 の借 家 によるサー ビスが生 産 消 費 され たとして所 得 に含 むものもあるが、これも、実 際 の取 引

を仮 定 することで、通 常の所 得 の定義 に包 含 される。

これ に対 して 、Fisherの 「所 得 」理 解 は少 し異 なる。まず 、「所 得 」を心 理 的 所 得 、生 計 費 によ

っ て測 定 され る実 質 所 得 、 受 領 す る貨 幣 所 得 、の3つ の 局 面 を持 っ もの と考 える。ここで 、

Fisherに とって最 も本 質 的 な 「所 得 」の 定 義 は 、最 初 の心 理 的 所 得 である。なぜ な らば 、「外 部 の

出 来 事 は 、そ の個 人 に とっては 、ただ ただ そ れ が これ らの 精 神 内 部 の 出 来 事 に対 す る手 段 であ

るとい う限 りにお い ての み 意 義 が ある」(13)からで ある。welfareが 人 の 精 神 内 部 に 生 じる出 来 事 の

積 み 重 ね で あるな らば 、心 理 的 所 得 こそ がまさにwelfareの 指 標 でな けれ ばならない 。

しかしここで問題 となるのは、心 理 的所 得 を実 際 に測 定 することは不 可 能 である点 である。そこ

で、その代 用 として用 いられるのが、実 質 所 得 を測 定す る生 計 費 、す なわち消 費 である。今 や 、

「所 得 」は 「消費 や 消 費の心 的 効 用 と等 しいものと定 義 」(14)される。

そ の 上 で 、Fisherは 「所 得 」と「資 本 」を 同 一 の平 面 上 に置 く。す な わ ち、「消 費 に支 出 され る

所 得 は現 在 所 得 で あり、資 本 は 、現 在 か ら将 来 の ある時 期 にわ たって 生 ず る一 連 の所 得 の 流 れ

に他 な らない 」(15)。その 際 、将 来 の ある時 期 に 生 ず る 「所 得 」、言 い換 えれ ば 、将 来 のwelfareを

保 証 す るものが 、現 在 の 「資 本 」となるわ けで ある。

Fisherの 「富 」概 念 は 、この独 特 の 「所 得 」概 念 と不 過 分 の 関 係 にある。す なわ ち、「「資 本 」が

時 間 を通 じてサ ー ビスの フロー をもた らす 富 のス トック(土 地 、機 械 、建 物 、原 材 料 、自 然 資 源 、

人 間 のもっ 技 術)で あり、「所 得 」は そういったサ ー ビスの フロー が 、富 の ストックを維 持 したりとりか

えた りす るの に必 要 なもの を上 回 った余 剰 分 」(16)、あるい は 、「「富 」のストックを源 流 としてもた らさ

れ るサ ー ビスのプロー によって所 得 を定 義 」(17)したもの が 、Fisherの 「富 」概 念 で ある。こうした視

点 に 立 て ば 、「富 」のストックと、「経 済 的 「富 」の 真 の 尺 度 として 、時 間 軸 に 沿 った 消 費 の表 象 」

(18)の関 係 を表 現 す ることが 、welfareの 観 測 にとっての 中 心 課 題 とな る。

(2)Justerの 「富 」概 念

F.T.Juster,　 P.N.Courant,　 G.K.Dow(1981)は 、Fisherに 似 た 「富 」概 念 に よる勘 定 体 系 の 構

築 を提 案 した(19)。 こ の 体 系 は 、表7-1か ら表7-3の よ うに 記 述 され る。Fisherの 言 い 方 に 倣 え ば 、

「富 」の ス トック(表7-2)を 源 泉 とした 消 費 の 表 章 が 、表7-1(経 済 学 的 表 章)と 表7-3(物 的 ・社

会 的 表 章)で 示 され て い ることに な る。



Juster等 に とって 、福 祉weU-beingの 源 泉 は 、家 計 内 で 生 産 され る便 益 、時 間 使 用 それ 自体

の 便 益(プ ロセス便 益process　 benefit)、 様 々なストックや 、社 会 状 態 か ら生 じる効 用 、とい う3

種 類 の便 益 で ある。

家 計 内 で生 産 され る便 益 とは 、household　 production　 theory(20)で 用 い られ るの と同 一 の概 念

で ある。それ は 、表7-1「 家 計 産 出 勘 定 」の 「有 形 家 計 産 出 」の項 に記 述 され る。家 計 は 、限 られ

た利 用 可 能 時 間 と過 去 の 遺 産 として の 富 を制 約 要 因 として 、時 間 と購 入 した財 を用 い 、家 計 内

で 中 間 財 を生 産 、その 中 間 財 を用 い て便 益 を生 産 す る。食 事 の 例 を引 くな らば 、料 理 時 間30

分 と食 料 を用 い て 、料 理 とい う中 間 財 を生 産 、その 料 理 を用 いて 、満 腹 とい う便 益 を生 産 す るこ

とになる。そ して、この場 合 の 産 出 され た便 益 が 、Fisherに お ける心 理 的 所 得 、限 られ た 時 間 と

購 入 した財 が 生 計 費 によって測 定 され る実 質 所 得 に あたる。

次 に、時 間 使 用 そ れ 自体 の便 益(プ ロセ ス便 益process　 benefit)で あるが 、これ は 、通 常 の

経 済 学 で 言 う、労 働 と余 暇 の トレー ド・オ ブに よる、費 用 として の 時 間 使 用 で はな く、時 間 を使 用

す ることそれ 自体 の便 益 を指 す 。料 理 の 例 で 言 うと、家 事 労 働 としてで は なく、料 理 をす る楽 しみ

の 側 面 を 、料 理 時 間 の 中 に見 出 そうとす るもの である。これ に っ いて は 、表7-1「 家 計 産 出 勘 定 」

の 「無 形 家 計 産 出 」の 項 に 記 述 され る。

最 後 に、様 々なストックや 、社 会状 態から生 じる効 用 は、時 間 の使 用 とは無 関係 に、「富」その

ものによって生 じる効 用 を指 す。これは表7-3「 社 会 産 出勘 定 」の 「福 利 の社 会 指標 」の項 に記

述 される。

こうして産 出された便 益 は、家 計 内で消 費 されるか、「富」のストックに投 資 されるか 、あるいは

人 が生命 を維 持 す るのに用 いられるかする。ここで 「富 」とは、機 械 、家 屋 などの再 生 産 可 能 な有

形 資 産 、歴 史 、世 界 情 勢 などの社 会 的な知 識ストック、健 康 、技 能 、個 人 的知 識 などの人 的 資

本 、家 族 、公 的 組 織 などの組 織 資 本 、安 全 、自由 、平 等 などの社 会 的 、政 治 的 富 、資 源 利 用

可 能 性 などの環境 ストック、から構 成 される。通 常 の経 済 学 で資 本 と呼ぶのは、再 生 可能 な有形

資 産 か 、いわ ゆる「土 地 」としての資源 利 用 可能 性 などの環 境 ストックの一 部 である。これ らは、

表7-1「 家 計 産 出勘 定」の「有 形 家 計 産 出」の項 に「投 資 」として記 述 される。

7.4森 林 利 用 問題 への適 用

本 節 で は 、これ まで述 べ てきたFisher、Juster等 の枠 組 み に沿 って 、森 林 利 用 の 包 括 的 把 握

を考 える。その 際 、前 にwelfareの 観 測 にとって重 要 であるとした 、「富 」の ストックと、時 間 軸 に沿



った消 費の表 象 の2点 から、この問題 を捉 えることが有 用 であろう。

(1)「富 」のストック

森 林 ・林 業 が森 林 に関わる様 々なストックに依 存 して、存 立 していることを考 えるならば、「富 」

のストックは最も本 質 的 である。それ は、将 来 の森 林利 用 を保 証 するような、適 切 な施 業 体 系 な

ども含 めた、非 常 に幅 広 い概 念 である。特 に、森 林 利 用 のうちの大 きな割 合 を 占める木材 利 用

や水 利 問題 は、伐 境 の移 動 や技 術 変 化 によって富の変 動 が生 じるために「キャピタル ・ゲインや

再 評価 の問題 として認 識 することが必 要 」(21)である。

そして、これ らの再 評 価 を行 っていく際 に、その基 礎 を提 供 するのは、定 期 的 なストック調 査 に

裏付 けられた、種 々のミクロデ ータセットである。welfareを 把 握 していく際 に、定期 的なストック調

査 である国家 森 林 資 源 調 査 を実施 していくことが肝 要 であることが、これまでの議 論 からも明らか

である。

また 、Juster等 の 表7-2「 資 本 勘 定 」を見 ると、「減 価 ・減 耗 」の欄 を、使 用 す ることによる減 価

(「活 動active」)と 、使 用 しない ことによる減 価(「非 活 動passive」)と いう、2つ の局 面 に分 割 して

捉 えてい ることが分 か る。山 に人 手 が 入 らず に、山 が 荒 れ てい く場 合 など、現 在 の 日本 林 業 に と

って 重 要 な 問 題 を 、この 「非 活 動 」の項 目 に捉 えることが 可 能 だ ろう。

(2)消 費 の表 象

消 費 の 表 章 につ い ては 、Juster等 の枠 組 み で は 、表7-1「 家 計 産 出 勘 定 」と表7-3「 社 会 産 出

勘 定 」で示 され る。

まず、表7-3に 示 された「社 会 産 出勘 定 」だが、この表 の主 張 するところは、welfareの 計 測 に

は、貨 幣 ターム以 外 の指標(物 的 、社 会 学 的)が 必 要 であるということと考 えられる。消 費の表 象

の仕 方 は様 々であり、それを無 理 矢 理 に外 部 経 済 など経 済 学 の概 念 には置 き換 えたり、CVM

によって貨 幣 価 値 換 算 せず に、より広 く、社 会 学 的 、心 理 学 的 、物 的 などの尺 度 で捉 えていく方

が、より実 際 的 で実 り豊 かなものになろう。したがって、ここから汲 み取 るべきことは 、これまで森

林 ・林 業 に関 して蓄 積 された、様 々な物 的 指 標 、あるいは地 域 毎 にアドホックに収 集 され ている

住 民調 査 などを、整 合 的 に統 合 していく作 業 の必 要 性 と考 えられる。

次 に、表7-1「 家 計 産 出 勘 定 」に対応 して森 林 利 用 を考 えた場 合 、家 計 行 動 に用 いられる、

様 々な市場 財 の項 目に、用 材 、紙 、利 水 などが記 述 される。特 に、レクリエーションは、旅 行 、散

歩 などを通 した家 計 の主 要 な行 動 の一 つ として扱 えるため、この表 の有 効性 を発 揮 できる部 分



である。その際 の産 出 には、旅 行 費 用 法 を用 いた有 形 産 出と、旅 行 、散 歩 に時 間を消 費 す るこ

とそれ 自体 の、 プロセス便 益 が計 上される。

このように、プロセス便 益 の概 念 は、森 林 ・林 業 について興 味 深 い問題 をいくつか与 える。例

えば、レクリエーションを行 う際 、山 岳 地 域 までの移 動 時 間 は便 益 か費 用 かという問題 、日曜 林

業 、ボランティアによって行 われる林 業 労働 時 間 は便 益 か費 用 かといった問題 などが考 えられ る

だろう。

最 近 、グリー ンGNPをwelfareの 指 標 と見 なす 向 きがある。しか し、グリー ンGNPに お い ても依

然 として 、狭 義 のストックを念 頭 に置 い てい るため 、welfare計 測 の ため の 、ストック価 値 とプロー 価

値 の整 合 性 の ある連 結 に は成 功 してい ない 。前 節 及 び 本 節 の論 議 は 、welfareの 指 標 を作 成 し

てい くた めの 、ストック価 値 とフロー 価 値 の 整 合 した体 系 の 作 成 方 法 の 試 論 につ い て、広 義 の スト

ックで ある「富 」の概 念 を巡 り展 開 したもので ある。そ して 、森 林 ・林 業 の 活 動 の 多 くが 、ストックに

関 連 して いることを想 起 す るならば 、このような方 法 の 開 発 こそが 、森 林 ・林 業 に 関 わるwelfareの

計 測 にとっても、また重 要 で あるとい えるだろう。

注釈
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(7)栗 山 浩 一(1998),p.4
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(10)費 用 有 効 度 分 析 を 森 林 の 環 境 効 果 に 関 して 述 べ た もの として 、熊 崎 実(1977),pp.101-124

参 照



(11)Fisher,1、(1906,1965)、Fisher,1.(1930,1974)、 プ ィッシ ャ一,1.(1980)を 参 照

(12)金 森 久 夫 他(1998),p.615
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終章 今後の展望

本 論 文 では、木 質 資源 、土地 、社 会 システムという3っ の視 角 によって、森 林 と社 会 の多 彩 な

関係 の各 側 面 を勘 定 体 系 によって描 き出 し、それを併 せ 見 ることによって、複 雑 な両 者 の相 互

依 存 性 を浮 き彫 りにすることを目指 した。

もとより、森 林 と社 会 との関係 は、本 論 文 で扱 った木 質 資 源 、土 地 、社 会 システムの3つ だけ

の側 面 に限られたものではない。水や 野 生動 物 など、光 を当てるべき事 象 は数 限 りない。

この点 で、環 境 倫 理 学 の分 野 で近 年 中心 テーマの1つ である、非人 間 中心 主 義 の思想 は興

味深 い。環 境 倫 理 学 の古 典 として再 発 見 されたアル ド・レオポル トは、そのあまりにも有名 な「土

地 倫 理Land　 Ethics」(1)の中で、「土地 についての無 知 」(2)に関して次 のように述 べる。

「土 地 は果 たして、新 たな秩 序 に適 応 できるのだろうか?意 図 する変 化 を、もっと穏 やかに達成

することはできないのだろうか?」(3)

ここで、レオポルドの 「土 地 」とは、現代 の言 葉 では 「生態 系 」と言 い換 えた方 がより適切 であろう。

生 態 系 が人 間 活 動 の影 響 、特 に産 業 化 以 降 の大 規 模 なインパクトの影 響 を受 けて、新 たな秩

序 を形 成 できるか、また、生 態 系へ の影 響 をもっと緩 や かに留 めっっ 、人 間 活 動 を存続 できない

か、ということが、ここでのレオポル ドの問いである。

そしてその答 えこそ、「土 地 倫 理 」であった。「土 地 」すなわ ち生 態 系 について、人 間 はあまりに

も無 知 である。その無 知 を 自覚 しつっ 、自然 の恩恵 を穏 や かに享 受 しっっ、「土 地 共 同 体 」の一

員 として人 間も生 きるべきこと。100年 以 上 前のアメリカ中西 部 に生きた林 学 者 の思 索 は、「環 境

問題 」に直 面す る現 代 のわれわれにとって、全 く色 槌 せ ずに光を放 っ。

さて、本 論 文 のテー マ、森 林 と社 会 の相 互 依 存 性 の把 握 、である。レオポル ドの立 場 を認 める

なら、森 林 という限 定 され た場 所 にさえ、相 互 依 存 性 の把 握 のため に勘 定 体 系 を構 築 し完 成 す

ることは、見 果 てぬ夢 である。ましてや 、その完 成 した構 築 物 を用 い、「土 地 」をコントロール して、

人 間 のために利 用 しようなどとは思 い上 がりも甚 だしいことになる。

しか し、太 陽からこの大 地 へ と降 り注 ぐエネルギーを唯 一 の糧 に、われわれ がこの世 界 で暮 らし

ていくためには、その恵 みを消費 、使 用 せ ね ばならない。それ はまさに人 間が 自然 の一 員 である

ことの証 左 である。では、その際 に自然 と関 わるその仕 方 の手掛 かりを、われ われ はどこに求 めれ

ばよいのだろうか。その 自然 への対 し方 が穏 やかか乱 暴 かの判 断 基 準 を、如 何 ように定 めれ ばよ

いのだろうか。

これ は、マル チネス=ア リエ(4)が、エコロジーの観 点 からの経 済 学批 判 の主 題 の一 つとして挙 げ



る、「経 済 的 な通 訳 可 能 性 の欠如 」と共通 の問 いである。

「非 更 新 性 資 源 の枯 渇 や地 球 の温 暖 化 や 放 射 能 汚 染 といったような通 時 的 な(長 期 間 にわ

たる)外 部 性 の評 価 は 、あまりにも恣 意 的であるため、合 理 的な環 境 政 策 の基 礎 としては役 立 ち

えない。他 方 、政 策 は、たとえば収 容 能 力 基 準や 「持 続 可 能性 」に関す るエコロジー的合 理 性 の

みに基礎 をおくわけにもいかない。」(5)

これ らの問題 を考 える基 礎 として、ジョージェスク=レ ーゲン(6)やウィリアム・カップ(7)を先 行 者 と

するエコロジー経 済 学 の重 要性 をマルチネス=ア リエ は指 摘 する。それ は厚 生 経 済 学 の応 用 分

野 としての環 境 経 済 学や 資源 経 済 学 ではなく、自然 諸 科 学 と社 会 諸 科 学 の再 構 築 を 目指 す 、

パラダイム転 換 を企 図 するものである℃その上 で、社 会 の 中での実 際の様 々な決 定 の局 面 では、

未 だ価 値 論 を十 分 に持 ちえない経 済 学 のみ に寄 りかかったり、あるいは、単 にエコロジー 的計 画

のみに頼 るだけでは不 十 分 であり、経 済 は政 治 と不 可分 であると認 識 するところの 「経 済 の政 治

的 問題 化 」が重 要 と述 べる。

森 林 資 源 勘 定 研 究も、このエコロジー 経 済 学 の 系 譜 に位 置 づ けることによって、われ われの

難 問 を解 きほぐす ための道 しるべとなるのではないだろうか。森 林 という共通 の場 で、諸 科 学 を融

合 することを指 向 する林 学 という学 問の伝 統 の中 にいる者 として、特 にそれは有 意 義 かつスリリン

グな試 み と予 感 する。しかし、それ はまだこれからの課 題 である。

すでに 「環 境 問題 」に直 面 してしまった、21世 紀 のわれわれは、この難 問から決 して逃 れること

はできない。衿 持 をもって 「土地 」に接 しながらも、その関 わり方 の知 恵 を少 しずつでも蓄積 してい

くことが重 要 だろう。その際 に本 論 文 で述 べた勘 定 体 系の枠 組 みが重 要 な役 割 を果 たすものと

信 じる。研 究 はまだ端 緒 に付 いたばかりである。途 はまだまだ遠 い。

注 釈

(1)アルド・レオポルド(1997)

(2)長 崎 浩(2001),p.260

(3)ア ルド・レオポルド(1997),p.340

(4)ホアン・マルチネス=ア リエ(1990)

(5)ホアン・マルチネス=ア リエ(1990),p.1

(6)ジ ョージェスク=レーゲン,N.(1981)、 ジョージェスク=レーゲン,N.(1993)

(7)ウィリアム・カップ(1959)、 ウィリアム・カップ(1975)
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